
○大府市点字図書給付事業実施要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、視覚障がい者に対し、点字図書を給付することにより、情報の入

手を容易にし、その福祉の増進に資することを目的として実施する大府市点字図書給

付事業に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（給付対象者） 

第２条 給付の対象となる者（以下「給付対象者」という。）は、本市に居住し、住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき、本市の住民基本台帳に記録されてい

る視覚障がい者で、点字により情報を入手している者とする。 

（給付対象の点字図書） 

第３条 給付の対象となる点字図書は、月刊、週刊等で発行される雑誌を除く点字図書と

する。 

（給付の限度） 

第４条 点字図書の給付数は、給付対象者１人につき年間６タイトル又は２４巻を限度

とする。ただし、辞書等一括して購入しなければならないものについては、この限り

でない。 

（申請） 

第５条 点字図書の給付を受けようとする給付対象者（ただし、給付対象者が満１８歳

未満の場合は、その保護者。以下「申請者」という。）は、点字図書の出版を業とする

もの（以下「出版施設」という。）に電話等で給付を希望する点字図書の点字図書発行証

明書（第１号様式。以下「証明書」という。）の発送を依頼し、日常生活用具給付申請

書（第２号様式）に当該証明書を添えて、大府市社会福祉事務所長（以下「所長」と

いう。）に提出しなければならない。 

（決定通知等） 

第６条 所長は、前条の申請書を受理したときは、速やかに、給付対象者の適格性及び

申請に係る出版施設を審査し、その適否を決定し、日常生活用具給付決定通知書（第

３号様式）又は日常生活用具給付却下決定通知書（第４号様式）により申請者に通知

するものとする。 

２ 所長は、前項の規定により給付を決定したときは、申請者に対し、日常生活用具給

付券（第５号様式。以下「給付券」という。）及び証明印を押印した証明書を交付する

ものとする。 

（出版施設への申込み及び費用の負担） 

第７条 前条の規定により給付の決定を受けた者（以下「受給者」という。）は、給付券

及び証明書に、自己負担額を添えて、出版施設に点字図書の購入を申し込むものとす

る。 

２ 前項に規定する自己負担額は、一般図書の購入価格相当額とする。 

（費用の請求） 



第８条 受給者に点字図書を給付した出版施設は、市長に対し、給付券を添えて費用を

請求するものとする。 

２ 前項の規定により請求する費用の額は、点字図書の価格から受給者の自己負担額を

控除して得た額とする。 

（記録の整備） 

第９条 所長は、点字図書の給付について、点字図書給付台帳（第６号様式）を作成し、

必要な事項を記録しておかなければならない。 

（譲渡等の禁止） 

第１０条 受給者は、給付された点字図書を目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供してはならない。 

（給付費用の返還） 

第１１条 所長は、受給者が偽りその他不正の手段により点字図書の給付を受け、又は前

条の規定に違反したと認めるときは、当該点字図書の給付に要した費用の全部又は一

部を返還させることができる。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

 


